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１．補助金の目的・補助対象者 

（１）補助金の目的 

   ふるさと納税返礼品の開発等に取り組む事業者等に対して、経費の一部を補助 

することにより、ふるさと納税を活用した地域資源の認知度向上及び地域経済の 

活性化を図ることを目的とします。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）補助対象者 

   本町のふるさと納税返礼品取扱事業者又は取扱事業者となる見込みのある者の

うち、次の各号のいずれにも該当する事業者とします。 

  ①補助金の交付を受けた年度から起算して５年間、ふるさと納税返礼品として継

続的に提供可能と見込まれる事業者であること。 

②町税等の滞納がないこと。 

③湧別町暴力団排除条例に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接 

な関係を有す者でないこと。 

④暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していないこと。 
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２．補助対象事業・補助対象経費等 

（１）補助対象事業 

ふるさと納税における地場産品基準（平成 31 年総務省告示第 179 号第５条）を

満たす返礼品の開発等に係る事業のうち次に掲げる事業とします。 

①ふるさと納税返礼品の新規開発に資する事業 

②既存返礼品の改良等に資する事業 

 【地場産品基準について】 

①湧別町内において生産されたもの 

②湧別町内において原材料の主要な部分が生産されたもの 

③湧別町内において返礼品の製造、加工その他の工程の主要な部分を行うことに

より、相応の付加価値が生じているもの 

※一部を記載しておりますので、詳細については企画財政課未来づくりグループ 

までご確認願います。 

 

（２）補助対象経費  

   補助対象経費については、表１のとおりとなります。ただし、次に掲げる費用を除

いて算定してください。 

   ①国、他の地方公共団体等による補助金等の交付対象となっている場合は当該経費 

   ②消費税及び地方消費税 

表１ 

経費区分 内      容 （例） 

報償費 講師及び専門家等への謝礼 

フードデザイナーによるレシ

ピ開発、広告撮影用のスタイ

リングなど 

交通費 
マーケティング活動に必要な旅費

等 

特産品イベント視察、設備機

器の展示会参加、業者との商

談など 

※交通費、宿泊費の領収書の

他、視察・展示会の様子の写

真添付及びイベントパンフレ

ット、商談記録等の提出が必

要となります。 

消耗品費 
返礼品開発に係る容器、梱包材の

購入費等 

試作段階の容器・梱包材の購

入費を対象とし、通常の仕入

れ等と明確に分かれていな

い、試作に必要と想定される

量を大幅に超えるものは不可

とします。また、返礼品開発

に直接関連しない消耗品も不

可とします。（ハサミ、テー

プ、糊など） 
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原材料費 
返礼品開発のための試作に使用す

る原材料費 

消耗品費同様、通常の仕入れ

等と明確に分かれていない、

試作に必要と想定される量を

大幅に超えるものは不可とし

ます。 

印刷費 
パッケージ、梱包紙、シール、パ

ンフレット等の印刷費 
 

手数料 
各種許認可の取得費、成分分析、

検査費用等 

商標登録に係る経費、ＨＡＣ

ＣＰ認証など 

運搬費 試作品の送付に係る送料等 

返礼品開発の加工を町外の業

者に依頼する場合の試作段階

の原材料・資材の送料、町外

で加工された試作品の送料な

どが対象となります。 

委託料 
調査研究費、パッケージデザイン

等委託費、試作品等の外注加工費 

市場分析（アンケート・ニー

ズ調査）に係る委託経費、パ

ッケージ・ロゴデザインの外

注経費、試作品の外注加工に

係る経費などが対象となりま

す。 

賃貸料 機器リース料等 

返礼品開発・改良に係る機器

のリース料等について、最大

５年間、補助対象とします。 

機材購入費 
返礼品開発等に必要と認められる

機械、機材の購入費等 

（対象機器の例） 

処理・加工機器、冷凍・冷蔵

貯蔵機器、衛生管理機器、包

装用機器、検査機器、自動選

別器、フードカッターなど 

※対象外 

 建物付属設備、構築物、車

両運搬具、汎用性の高い事

務機器等（パソコン、プリ

ンター、電話機など）、故障

等による機器更新も対象外

となります。 

その他 町長が必要と認める経費 
上記経費区分以外の場合、都

度、相談願います。 

 

 【クラウドファンディングを実施する場合】 

   資金調達の手段として、クラウドファンディング（以下「ＣＦ」という。）を実施

する場合は、事業計画承認申請前であってもこれを認めることとします。（※本町か

らの補助を確約するものではありませんので、ご留意願います。）この場合、様式第

３号の事業収支予算書の収入科目及び金額欄に、ＣＦ分の資金調達が分かるように記

載願います。 

   なお、事業完了後（補助が決定した場合）の実績報告時点において、補助対象経費 
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から補助金額を除いた金額以上のＣＦが集まった場合は、補助対象経費を超える部分

の金額を補助金額から差し引くこととします。 

（例）補助対象経費 1,000 万円・・・① 

補助金額（当初） 750 万円（補助対象経費 1,000 万円×4分の 3）・・・② 

   ①－②＝補助残分 250 万円（自己資金）・・・③ 

   ＣＦ実績額 300 万円・・・④ 

   ④－③＝ 50 万円・・・⑤ 

   ②－⑤＝実際の補助金額 700 万円 

 

３．補助率及び補助限度額 

    

補助率 補助限度額 

補助対象経費の４分の３以内 １事業者あたり１，０００万円 

   ※ただし、1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てするものとします。 

 

４．補助金の交付回数 

  補助対象者に対する補助金の交付は、１会計年度につき１回限りとします。 

 

５．補助金交付スケジュール 

  

日  程 内  容 

令和８年４月１０日（金）    

～６月１０日（水） 

事業計画承認申請受付期間 

６月下旬～７月上旬 
補助金選考委員会審査実施 

（書類審査及び個別ヒアリング審査） 

７月中旬 選考結果通知（補助対象事業者の決定） 

  ７月下旬 補助金交付申請（事業者⇒町） 

  ８月上旬 
補助金交付決定（町⇒事業者） 

事業着手 

事業完了時 
実績報告書提出（事業者⇒町） 

※事業完了日から２週間以内 

補助金実地検査 
書類審査、実地検査 

※機械導入等が補助対象の場合 

補助金額の確定 額の確定通知（町⇒事業者） 

補助金の交付 
補助金額の確定後、２～３週間程度 

（町⇒事業者） 
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６．申請の手続き 

  以下の必要書類を令和８年６月１０日（水）までに提出してください。 

（１）補助金事業計画承認申請 

  ①事業計画承認申請書（様式第１号） 

②事業計画書（様式第２号） 

  ③事業収支予算書（様式第３号） 

  ④工程表（様式第４号） 

  ⑤申請者が法人の場合、法人の商号、本店の場所、代表者名が確認できる登記事項証

明書又はその写し 

   ※申請者が本町の住民基本台帳に記録されているとき、若しくは本店、支店又は営

業所等が町内にあるときには、提出を省略できます。 

 

（２）提出方法及び提出部数 

  紙媒体又はデータにより提出してください。 

  提出部数：１部 

 

（３）お問い合わせ先 

  湧別町役場 企画財政課 未来づくりグループ  

電  話：０１５８６－２－５８６２ 

  Ｅ－mail：kikaku@town.yubetsu.lg.jp 

 

７．選考委員会の審査について 

（１）実施概要 

・６．で提出いただいた事業計画書等について、書類審査及びヒアリング審査を行うた 

め、選考委員会の審査に出席していただきます。開催日等については、申請者に別途

通知します。 

・審査時間について、１申請者当たり、説明 15 分以内、質疑応答 15 分以内とし、出席

人数は、説明者を含めて 2 名以内とします。 

 ・選考委員会の審査は非公開とします。 

 

（２）審査方法及び審査基準 

 ①審査方法 

   審査方法は、各選考委員が審査項目毎に採点（１００点満点）を行い、委員の評価

点を合計し、平均評価点が７０点以上となった事業を選考します。 

   ただし、７０点以上となった事業の申請金額の合計が予算額を上回る場合は、合計

点数が７０点以上のうち、点数の高い順に予算の範囲内で選考します。 
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   また、評価点数が同点の場合は、審査項目「２ 市場性」の点数の高い事業を選定

するものとし、それでも同点の場合は、「１ 新規性 独自性 地域性 」の点数の

高い事業を選考します。 

 

②審査基準 

 ふるさと納税返礼品の地場産品基準に適合していることを前提として、以下の審査

基準に基づいて審査を行います。 

 

審査項目 評価基準 

１ 新規性 

  独自性 

地域性 

・従来の商品と比較して、新規性や独自性が認められるか 

・原材料に湧別町の資源を活用した返礼品であるか 

・町の魅力をＰＲすることが期待される返礼品であるか  など 

２ 市場性 

・規格やサイズ、価格設定が適切であるか 

・競合返礼品、類似返礼品等と比較して優位性が認められるか 

・需要に対して、安定した生産・在庫確保が可能であるか など 

３ 実現可能性 

・事業を実施する体制が構築されているか 

・ふるさと納税の返礼品提供実績があり、安定した供給と適切かつ

確実に業務を遂行しているか 

・事業の内容及びスケジュールが具体的で実現性の高い計画である

か など 

４ 波及性 
・事業の成果が町内産業の振興や新産業の創出につながるものであ

るか など 

 

（３）選考結果通知 

  選考会実施後、１週間以内に全申請者に対し、選考結果を書面により通知します。 

 

８．補助金採択決定後の手続き等 

（１）補助金の交付申請及び交付決定 

  事業計画の承認を受けた申請者は、以下の必要書類を速やかに提出し、補助金交付申

請を行ってください。申請書提出後、町において申請内容を確認し交付決定通知書を

送付します。 

①補助金交付申請書（湧別町補助金交付規則様式第１号） 

  ②誓約書兼同意書（様式第６号） 
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（２）事業着手及び実績報告 

  ・交付決定通知書受領後、採択された事業に着手してください。 

  ・事業完了後は、２週間以内に以下の必要書類を提出してください。 

  ・実績報告書受付後、書類審査を行った上で補助金の額を確定し、補助金を交付しま

す。 

①補助事業等実績報告書（湧別町補助金交付規則様式第９号） 

②事業報告書（様式第７号） 

③事業収支決算書（様式第８号） 

④成果品（開発した返礼品現物もしくは内容が分かる写真、資料等） 

⑤補助対象経費に係る領収書等の写し 

 【留意点】 

  ・補助金採択後、事業計画に変更が生じる場合は、企画財政課未来づくりグループま

で必ずご連絡ください。ただし、補助金額の増額の変更は認められません。 

  ※補助対象経費の２０％以上の減額が生じる場合については、補助事業等変更申請書

（湧別町補助金交付規則様式第６号）に関係書類を添えて提出し、町の承認を受

ける必要があります。 

  ・機械及び機材等の導入費が補助対象経費となっている場合は、事業完了後に実地検

査を行います。 

  ・事業実施期間について、原則、補助金交付決定日から令和９年３月３１日までの範

囲内とします。  

   ※上記期間内に納品及び経費の支払い等も含めた全ての業務を完了する必要があり

ます。ただし、年度内の完了が難しい場合、事前に企画財政課未来づくりグルー

プへご相談願います。 

 

９．返礼品の提供開始 

新規開発・改良された返礼品については、提供開始前に総務省の許可を得ることと

なっていますので、総務省から町へ正式な許可通知があり次第、返礼品として提供を

開始いただきます。仮に、返礼品の提供ができなかった場合は、補助金の全部又は一

部を返還していただきます。 

※補助金の交付受けた年度から、５年間はふるさと納税返礼品として継続的に出品し

ていただく必要があります。 

 

１０．ふるさと納税返礼品として提供開始後 

補助金の交付を行った年度から起算して５年間、補助事業者に対し、本事業の実施

状況等について報告を求めることがありますので、当該補助事業に係る関係書類につ

いて、厳密に保管するようにしてください。 
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仮に、報告の結果、当該補助事業が交付決定を行った内容に適合しない場合、これ

に適合させるための改善命令等の措置を講ずる場合があります。 

※交付決定を行った内容に適合しない場合とは、一般市場の需要増加等を背景に、潤 

沢な在庫があるのにも関わらず、ふるさと納税返礼品としての出品を制限若しくは

一時的な出品停止を行い、一般市場等への出品を優先させることなどが該当します。 

 

１１．財産処分の制限 

補助事業により取得した１件５０万円（税抜）以上の財産について、補助事業の完

了の翌年から起算して、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令

第 15 号）で定める耐用年数を経過するまで、補助金の目的外使用、譲渡、交換、貸付、

担保に供する処分を行うことはできません。 

 

１２．その他 

（１）補助金の返還請求 

    補助金交付後、補助要件に該当しないことが判明した場合、又は偽りその他不正

な手段により補助金の交付を受けたことが認められる場合は、交付決定の取り消し、

又は既に交付された補助金を町へ返還することになります。 

 

（２）事業内容の公表 

事業完了後、事業の内容を広報誌又は町ホームページにおいて公表します。 

 

（３）ふるさと納税ルールの順守 

ふるさと納税制度は、ご存じのとおり、寄附額のうち 2,000 円を越える部分につ

いて、所得税と住民税から原則として全額が控除される制度であり、総務省が定め

る基準の順守の徹底が必要となっています。近年では、本制度がインターネットシ

ョッピング化している現状ですが、制度趣旨においては地域の活性化や寄附者の社

会貢献意識の向上を目的とするものでありますので、皆さまに対し法令に基づく正

しい運営と、ふるさと納税本来の趣旨に基づいた返礼品の提供を前提とした本補助

金の活用をお願いします。 

 

  本募集要項のほか、ホームページに掲載している「湧別町ふ

るさと納税返礼品開発等支援補助金交付要綱」を必ずご確認

願います。 


